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人口減少

次世代公共
建築研究会

フェーズ１
2007～

2000年から2030年までに予測される様々な要因と変化

財政健全化

温暖化ガス８％削減

防災拠点の公共建築の耐震化

資産スリム化

光熱水コスト等削減

長寿命化・コンバージョン等

老朽化する公共建築

温暖化ガス３０％削減？？

新しい公共の担い手

新しいワークスタイル

2001～05
2006～10

2011～15
2016～20

2021～25
2026～30

2031～35

フェーズ２
2010～

自治体調査(2008-)

ＦＭ戦略と保全データベースセミナー(2006-2010)

行政システムの変革

??
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自治体ストック調査－目的、対象自治体、回答率

□目的
公共建築の現状と運用・保全に関する諸課題の把握等
□対象自治体
都道府県、政令指定都市、東京２３区、７６７市

78.7%

95.7%

59.6%

76.5%

83.3%

78.9%

60.9%

69.6%
73.9%

60.3%

56.6%

33.5%

61.7%
59.7%

37.0%
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都道府県 政令指定都市 東京特別区 市 全体

2008 2009 2010

(政令指定都市以外）

(28/47)

(15/19) (17/23)

(257/767) (317/856)
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自治体ストック調査－回答率・都市の人口
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自治体ストック調査－技術者の有無

％
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45
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39

29

38

20

38

18

45

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

施設の劣化状況の把握

施設の改修、修繕工事等の技術的な内容

維持管理、清掃等の業務の具体的な内容

施設管理を目的とする台帳の取りまとめ

財産管理を目的とする台帳の取りまとめ

企画・政策担当組織が総括的に管理 管財担当組織が総括的に管理

財政・会計担当組織が総括的に管理 営繕担当組織が総括的に管理

学校、住宅等の担当組織・担当部局ごと 個々の施設ごと

その他 　（　劣化状況を把握していない　）

いずれかの組織が総括的に管理

改修・修繕等の技術管理

施設の劣化状況の把握

財産管理台帳の取りまとめ

施設管理台帳の取りまとめ

維持管理・清掃業務の管理

自治体ストック調査－管理項目の担当組織・総括的状況
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96.4%

85.7%

100.0%

14.3%

92.9%

10.7%

100.0%

86.7%

100.0%

20.0%

40.0%

53.3%

64.7%

64.7%

100.0%

0.0%

11.8%

17.6%

62.3%

56.0%

63.8%

1.2%

24.9%

3.9%

67.2%

60.6%

70.7%

3.2%

30.9%

7.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0
%

公営住宅担当組織・担当部局

公立学校担当組織・担当部局

営繕担当組織

財政・会計担当組織

管財担当組織

企画・政策担当組織

都道府県 政令指定都市 東京特別区 市 全体

企画・政策担当組織

管財担当組織

財産・会計担当組織

営繕担当組織

教育施設担当組織

公営住宅担当組織

自治体ストック調査－各部局の建築関係技術者の有無
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

市

東京特別区

政令指定都市

都道府県

企画・政策担当組織 管財担当組織 財政・会計担当組織

営繕担当組織 その他

都道府県

政令指定
都市

東京
特別区

市

全体

自治体ストック調査－施設戦略・担当・取りまとめ部局

8－7－



ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

28.6%

53.6%

3.6%

10.7%

3.6%

53.3%

40.0%

0.0%

13.3%

0.0%

11.8%

11.8%

0.0%

47.1%

41.2%

17.1%

50.6%

1.9%

28.8%

13.2%

19.6%

48.3%

1.9%

27.4%

13.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

その他

特に対策をとっていない

減価償却を基に予算を推定

長期的な予算計画を作成

修繕基金を設置

都道府県 政令指定都市 東京特別区 市 全体

修繕基金の設置

長期予算計画

減価償却を基に
予算確保

特に対策を
とっていない

その他

（複数回答可）

自治体ストック調査－公共建築の劣化への対応策
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0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000 40,000 45,000 50,000

都道府県 政令指定都市

東京特別区 市

人口一人あたりの建築関係予算額（円／人）

人
口
一
人
あ
た
り
の
改
修
・
修
繕
予
算
額

（
円
／
人

）

(政令都市以外）

※人口一人あたりの建築関係予算額が
　　50,000（円/人）以上の９データ
　　(東京特別区：１区、政令指定都市以外の市：８市）を省略

改修・修繕予算額
 建築関係予算額 ＝１００％

自治体ストック調査－建築関係予算と改修等予算の比率１
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10%未満 10%以上20%未満 20%以上30%未満 30%以上40%未満

40%以上50%未満 50%以上60%未満 60%以上70%未満 70%以上80%未満

80%以上90%未満 90%以上100%未満 100%

改修、修繕に関する予算が、
建築関連予算の50％以上

都道府県

政令指定
都市

東京
特別区

市

全体

自治体ストック調査－建築関係予算と改修等予算の比率２
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全体

市

東京特別区

政令指定都市

都道府県

ほぼ全施設について整理済み 8割以上の施設について整理済み

整理作業中 台帳として整理することを検討中

台帳として整理する予定はない その他

都道府県

政令指定
都市

東京
特別区

市

全体

自治体ストック調査－面積、構造、完成年次等データの把握
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全体

市

東京特別区

政令指定都市

都道府県

ほぼ全施設について整理済み 8割以上の施設について整理済み

整理作業中 台帳として整理することを検討中

台帳として整理する予定はない その他

都道府県

政令指定
都市

東京
特別区

市

全体

自治体ストック調査－工事費、改修履歴等データの把握
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アスベストの使用状況

耐震性能

劣化等の情報

利用者数

入居職員人数

維持管理費

光熱水費

担当部署で一括把握 担当組織・担当部局ごとに一括把握

施設ごとに把握 一部の施設についてのみ把握

どこで把握しているか不明 その他

光熱水費

維持管理費

入居職員数

利用者数

劣化等の情報

耐震性能

アスベストの
使用状況

自治体ストック調査－光熱水費、利用者数等データの把握
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y = -0.0534Ln(x) + 0.7976
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㎡
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(政令都市以外）

データ数 平均
都道府県 22 0.14
政令指定都市 11 0.17
東京特別区 14 0.17

 市（政令都市以外) 231 0.19

自治体ストック調査－人口１人当たりの庁舎面積
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(政令都市以外）

データ数 平均
都道府県 18 0.59
政令指定都市 11 1.29
東京特別区 15 1.14

 市（政令都市以外) 226 1.53

自治体ストック調査－人口１人当たりの学校面積
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(政令都市以外）

データ数 平均
都道府県 20 1.5
政令指定都市 13 3.7
東京特別区 13 1.9

 市（政令都市以外) 223 3.5

自治体ストック調査－人口１人当たりの行政財産面積
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データ数 平均
政令指定都市 11 17.1
東京特別区 14 20.0

 市（政令都市以外) 231 20.7

自治体ストック調査－職員１人当たりの庁舎面積
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人口増減率（％）（2009年/2006年）

データ数 平均
政令指定都市 13 3.7
東京特別区 13 1.9

 市（政令都市以外) 223 3.5

自治体ストック調査－人口増減と１人当たりの行政財産面積
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自治体ストック調査－人口増減と１人当たりの学校面積
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自治体ストック調査－人口増減と年少人口１人当たりの学校面積
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6.18 4.29 3.22 2.82 2.71

市（政令指定都市以外）の財政力指数で分けた
人口一人あたりの行政財産の面積の平均（㎡/人)

2.716.18 4.29 3.22 2.82
一人当りの行政財産面積の平均（㎡/人)

政令指定都市 市
0.4未満 0 19

0.4以上0.6未満 0 47
0.6以上0.8未満 4 51
0.8以上1.0未満 6 60
1.0以上 3 46
計 13 223

財政力指数
データ数

自治体ストック調査－財政力指数と人口１人当たりの行政財産面積
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自治体ストック調査－財政力指数・人口規模と
人口１人当たりの行政財産面積
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

入居者１人当たりの床面積
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東京特別区

市

データ数
都道府県 42

政令指定都市 24
東京特別区 11
市 348

自治体ストック調査－職員1人当たり床面積(庁舎)
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

入居者１人当たりの床面積
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データ数
都道府県 42
政令指定都市 24
東京特別区 11
市 348

自治体ストック調査－職員1人当たり床面積(庁舎)/組織別
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－庁舎総延べ面積とエネルギー消費

自治体が所有する庁舎総面積とエネルギー使用料金
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市
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－庁舎総延べ面積とエネルギー消費

自治体が所有する庁舎総面積の
単位面積当たりのエネルギー使用料金

1,779
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－冷熱源の種類

設備概要（冷熱源）
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0
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39
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13

44

4

10

16

2

1
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設３

施設２

施設１ 中央方式（電気）

中央方式（ガス）

中央方式（石油）

個別方式（電気）

個別方式（ガス）
個別方式（石油）

中央方式(電気)+個別方式

中央方式(ガス)+個別方式

中央方式(石油)+個別方式

地域冷暖房

施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－温熱源の種類

設備概要（温熱源）
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3
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14
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8
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1
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設３

施設２

施設１
中央方式（電気）
中央方式（ガス）
中央方式（石油）
個別方式（電気）
個別方式（ガス）
個別方式（石油）
中央方式(電気)+個別方式
中央方式(ガス)+個別方式
中央方式(石油)+個別方式
地域冷暖房

施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎

29－28－



ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－空調方式の種類

設備概要（空調方式）

11

105

49
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257
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39
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107

28

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設３

施設２

施設１

全空気方式

ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ･ﾀﾞｸﾄ併用方式

個別パッケージ方式

その他

施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－光熱水料金の比率

光熱水料金の割合

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市

東京特別区

政令指定都市

都道府県

全国

電気料金

油料金

ガス料金

上水道料金

中水道料金

下水料金

データ数
都道府県 49
政令指定都市 24
東京特別区 19

市 422

施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－一次エネルギー消費量

（施設１・施設２・施設３）
年間一次エネルギー消費量
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政令指定都市

東京特別区
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施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
［（財）省エネルギーセンターのエネルギー使用量の簡易計算表の換算係数による］
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－単位面積当たり一次エネルギー消費量

（施設１・施設２・施設３）
単位面積当たりの一次エネルギー消費量
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MJ/㎡・年

都道府県

政令指定都市

東京特別区

市

データ数
都道府県 45
政令指定都市 25
東京特別区 15

市 347

施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
［（財）省エネルギーセンターのエネルギー使用量の簡易計算表の換算係数による］
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－単位面積当たり一次エネルギー消費量

（施設１・施設２・施設３）
単位面積当たりの一次エネルギー
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データ数
都道府県 45
政令指定都市 25
東京特別区 15
市 347

施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
［（財）省エネルギーセンターのエネルギー使用量の簡易計算表の換算係数による］
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－単位面積当たり一次エネルギー消費量の地域比較

（施設１・施設２・施設３）
エネルギー比較
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データ数
東北地方 41
九州地方 47

施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
［（財）省エネルギーセンターのエネルギー使用量の簡易計算表の換算係数による］
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

（施設１）
東北地方と九州地方の比較

979 1,022
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データ数
東北地方 23
九州地方 30

自治体ストック調査－単位面積当たり一次エネルギー消費量の地域比較

施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
［（財）省エネルギーセンターのエネルギー使用量の簡易計算表の換算係数による］
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－単位面積当たり一次エネルギー消費量の総合比較

（施設1・施設２・施設3）
単位面積当たりの一次エネルギー消費量の比較
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施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
［（財）省エネルギーセンターのエネルギー使用量の簡易計算表の換算係数による］
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－庁舎の年間維持管理費

（施設１・施設２・施設３）
維持管理費

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000 140,000

延べ面積　㎡

千円/年

都道府県
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東京特別区

市

データ数
都道府県 34
政令指定都市 20
東京特別区 9
市 274

施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
［（財）省エネルギーセンターのエネルギー使用量の簡易計算表の換算係数による］
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－庁舎の単位面積当たり維持管理費

（施設１・施設２・施設３）
単位面積当たりの維持管理費
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施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
［（財）省エネルギーセンターのエネルギー使用量の簡易計算表の換算係数による］

データ数
都道府県 34
政令指定都市 20
東京特別区 9
市 274
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

自治体ストック調査－庁舎の単位面積当たり維持管理費

（施設１・施設２・施設３）
単位面積当たりの維持管理費
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データ数
都道府県 34

政令指定都市 20
東京特別区 9

市 274

施設１:県･市等本庁舎 施設２：2000m2以上の庁舎 施設３：2000m2未満の庁舎
［（財）省エネルギーセンターのエネルギー使用量の簡易計算表の換算係数による］
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

建築保全の評価・格付け－目的
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

建築保全の評価・格付け－構成

42－41－



ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

次世代公共建築研究会－背景と目的

◈公共建築の老朽化・陳腐化の進展
◈施設用途と施設ニーズのミスマッチ
◈公共建築へのニーズの多様化
◈厳しい財政状況と減少する公共建築への投資
◈人口減少と少子高齢化の進展
◈市町村合併の急速な進展
◈耐震化促進、温暖化ガス排出抑制などの政策

公共建築を取り巻く背景・要因は大きく変化しつつ
ある。このため次世代(2025-2030年)の公共建築の
在り方を産官学で検討し公共建築へ提案を行う。

背景

目的

現状分析と課題の発見 課題への提案＋将来への期待

43－42－



ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

◆テレワーク等の新ワークスタイルの検討

◆修繕基金等の新たな財源手法の検討

◆市町村合併等に伴う公共施設の有効活用

◆非効率スペースの活用

◆市町村合併、広域連携、道州制導入の影響の検討

◆公共施設を主体とした都市のグランドデザインの提案

◆リノベーション・コンバージョン・耐震改修の促進

◆超グリーン庁舎（脱温暖化2050プロジェクト対応）の検討

領域４ 領域３

領域１ 領域２

耐久性、環境性能の
飛躍的向上の追求

建築群としての
有効利用手法の追求

ワークスタイルの
変化等の影響の検討

より望ましい公共施設
の在り方の検討

地域の建築群個の建築

ソフトな領域

ハードな領域

次世代公共建築研究会－研究会の活動領域

44－43－



ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

新ワークスタイル部会
部会長
仲隆介 京都工芸繊維大学教授

公共建築
有効活用部会
部会長
佐藤滋 早稲田大学教授

地域の建築群個の建築

ソフトな領域

ハードな領域

次世代公共建築研究会－設置部会・フェーズ１(2007-09)

超グリーン建築部会
部会長
伊加賀俊治 慶応義塾大学教授

領域４ 領域３

領域１ 領域２
リノベーション・
コンバージョン部会
部会長
深尾精一 首都大学東京教授

座長
尾島俊雄 早稲田大学名誉教授
（建築保全センター理事長）

顧問
伊藤滋 早稲田大学特命教授

参加企業：
ＮＴＴファシリティーズ、鹿島建設、久米設計
コクヨファーニチャー、佐藤総合計画、清水建設
大成建設、竹中工務店、東京ガス、東京電力
日建設計、日本設計、三谷産業(順不同)
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ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

ＩＦＣ／ＢＩＭ部会
部会長
安田幸一 東京工業大学教授

公共建築
有効活用部会
部会長
佐藤滋 早稲田大学教授

地域の建築群個の建築

ソフトな領域

ハードな領域

次世代公共建築研究会－設置部会・フェーズ２(2010～12)

超グリーン建築部会
部会長
伊加賀俊治 慶応義塾大学教授

領域４ 領域３

領域１ 領域２
リノベーション・
コンバージョン部会
部会長
深尾精一 首都大学東京教授

座長
尾島俊雄 早稲田大学名誉教授
（建築保全センター理事長）

顧問
伊藤滋 早稲田大学特命教授

参加企業：
ＮＴＴファシリティーズ、鹿島建設、久米設計
佐藤総合計画、清水建設、大成建設、竹中工務店
東京ガス、東京電力 日建設計、日本設計
三谷産業(順不同)

46－45－



ＪＦＭＡフォーラム２０１１

（財）建築保全センター／ＢＭＭＣ

次世代公共建築研究会－リノベーション・コンバージョン部会
リノベーション・コンバージョンが選定されるまで

効率的活用

長寿命化

資産の削減

その他

利用度が
高い

利用度が
低い

◈建物が不良でない
◈建物が不要でない
◈現行法令に適合可能
◈建物が改善可能
◈ＬＣＣで有利
◈ＬＣＣＯ２で有利
◈歴史的、文化的価値

リノベーション

コンバージョン

取り壊し
売却
リース
使用中止など
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次世代公共建築研究会－リノベーション・コンバージョン部会
リノベーション・コンバージョンの実施への阻害要因

法令に起因するもの

既存建築に起因
するもの

改修施工実施に
起因するもの

書類・設計図書
に起因するもの

合意・選定プロセ
スに起因するもの

技術の未成熟に
起因するもの

◈完成後の法律改正で増改築が困難
◈既存不適格の改善が困難など

◈構造体、廊下幅などによる制約
◈床荷重、階高など設計による制約など

◈騒音、振動など入居しながらの施工による制約
など

◈設計図書、構造計算書、完成済証などの不備

◈合意、決定に時間がかかる
◈ステークホルダーが幅広い、明確でないなど

◈設計・施工が一体で、設計者等の選定が未整備
◈プロジェクト全期間のマネジメントがしにくい
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次世代公共建築研究会－リノベーション・コンバージョン部会
リノベーション・コンバージョンの成功事例

① ②

③
①ルネスホール
旧日銀岡山支店(1922年)
⇒多目的・音楽ホール(2005年)
②岡山きらめきプラザ
国立病院(1961年)
⇒福祉関係施設(2005年)
③山梨市庁舎
工場(1974年)・本社(1989年)
⇒市庁舎(2008年)
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次世代公共建築研究会－リノベーション・コンバージョン部会
リノベーション・コンバージョンの成功事例・SENATE Properties

フィンランド SENATE Properties

オフィス、フラットスラブと間接照明

飼料倉庫をオフィスにコンバージョン

サイロが階段室に
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次世代公共建築研究会－新ワークスタイル部会

行政の担い手の多様化に対応した空間
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次世代公共建築研究会－新ワークスタイル部会

情報化に対応した空間
52－51－
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次世代公共建築研究会－設置部会・フェーズ２(2010～12)

個々の職員の能力を最大限引き出す空間
53－52－
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次世代公共建築研究会－IFC/BIM部会・フェーズ２
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次世代公共建築研究会－設置部会・フェーズ２(2010～12)

フィンランドがＢＩＭの開発を先
駆けて行い、現在ＵＳＡ、ノル
ウェー、デンマークなどと共同で
オープンＢＩＭの開発を実施

ＢＩＭは情報の透明性を高め、全
てのステークホルダーに同時に情
報を伝えられる
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次世代公共建築研究会－設置部会・フェーズ２(2010～12)

ＢＩＭはＦＭと資産ビジネスのツール

プロセスの前倒し

意思決定の支援

データの透明性

BIMを利用したフィンランド教育
省改修プロジェクト
SENATE Properties
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次世代公共建築研究会－BIMとオバマ大統領一般教書演説

The third step in winning the future is rebuilding America. To 
attract new businesses to our shores, we need the fastest, 
most reliable ways to move people, goods, and information --
from high-speed rail to high-speed Internet. (Applause.)
.....
This isn’t just about -- (applause) -- this isn’t about faster 
Internet or fewer dropped calls. It’s about connecting every 
part of America to the digital age. It’s about a rural 
community in Iowa or Alabama where farmers and small 
business owners will be able to sell their products all over the
world. It’s about a firefighter who can download the design 
of a burning building onto a handheld device; a student who 
can take classes with a digital textbook; or a patient who can 
have face-to-face video chats with her doctor.

オバマ大統領の一般教書演説より(2011年1月25日)

BIMに言及

BIMに言及
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次世代公共建築研究会－ＮＩＢＳとＢＩＭ

BIMの言及に感謝
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まとめ-短期の戦略・長期の戦略のバランス

短期の視点
短期の戦略 長期の視点

長期の戦略

59－58－

効果の大きいものから

データのあるものから

取り組みやすいものから

政策との整合
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廃校リニューアル５０選の主な用途
◈アトリエ、ギャラリー、展示室、文化財、スポーツ施設、スポーツ育成施設
資料館、博物館、芸術振興施設、体験型工房、図書館

◈交流・集会施設、研修施設、診療施設、デイケアセンター、障害者福祉施設
看護師養成学校、心のリハビリセンター

◈ベンチャー・ＮＰＯへの貸しオフィス、レストラン、温泉施設、宿泊施設
◈農畜産物加工処理施設
◈町営住宅

アルテピアッツァ美唄（美唄市）

三代校舎ふれあいの里（山梨県須玉町）

まとめ-不要の施設の活用は多様
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公共建築に休む自由を！そのための技術を！
ご静聴ありがとうございました

パリ・オルセー美術館
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